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自治体名：東白川村 年度：令和5年度

会計：一般会計等   

貸借対照表(BS) （単位：円）

科目

【資産の部】

  固定資産 5,816,727,503

    有形固定資産 4,936,870,298

      事業用資産 3,522,418,866

        土地 473,559,330

        土地減損損失累計額 -

        立木竹 1,489,771,366

        立木竹減損損失累計額 -

        建物 6,545,930,298

        建物減価償却累計額 -5,100,641,774

        建物減損損失累計額 -

        工作物 163,334,518

        工作物減価償却累計額 -55,628,872

        工作物減損損失累計額 -

        船舶 -

        船舶減価償却累計額 -

        船舶減損損失累計額 -

        浮標等 -

        浮標等減価償却累計額 -

        浮標等減損損失累計額 -

        航空機 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 6,094,000

      インフラ資産 1,292,054,502

        土地 81,853,760

        土地減損損失累計額 -

        建物 302,881,492

        建物減価償却累計額 -299,585,599

        建物減損損失累計額 -

        工作物 17,937,340,764

        工作物減価償却累計額 -16,766,663,215

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 36,227,300

      物品 485,281,960

      物品減価償却累計額 -362,885,030

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 6,155,020

      ソフトウェア 6,155,020

      その他 -

    投資その他の資産 873,702,185

      投資及び出資金 172,313,009

        有価証券 159,413,753

        出資金 12,899,256

        その他 -

      投資損失引当金 -39,657,798

      長期延滞債権 5,453,328

      長期貸付金 106,489,500

      基金 333,129,645

        減債基金 -

        その他 333,129,645

      その他 295,979,644

      徴収不能引当金 -5,143

  流動資産 1,195,892,134

    現金預金 329,681,532

報告書（財務諸表）

金額
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自治体名：東白川村 年度：令和5年度

会計：一般会計等   

貸借対照表(BS) （単位：円）

科目

報告書（財務諸表）

金額

    未収金 2,226,639

    短期貸付金 -

    基金 864,140,000

      財政調整基金 863,140,000

      減債基金 1,000,000

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -156,037

  繰延資産 -

資産合計 7,012,619,637
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自治体名：東白川村 年度：令和5年度

会計：一般会計等   

貸借対照表(BS) （単位：円）

科目

報告書（財務諸表）

金額

【負債の部】

  固定負債 2,933,257,752

    地方債等 2,604,444,108

    長期未払金 -

    退職手当引当金 295,979,644

    損失補償等引当金 32,834,000

    その他 -

  流動負債 433,059,169

    １年内償還予定地方債等 374,610,545

    未払金 -

    未払費用 -

    前受金 -

    前受収益 -

    賞与等引当金 49,179,201

    預り金 9,269,423

    その他 -

負債合計 3,366,316,921

【純資産の部】

  固定資産等形成分 6,680,867,503

  余剰分（不足分） -3,034,564,787

  他団体出資等分 -

純資産合計 3,646,302,716

負債及び純資産合計 7,012,619,637
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自治体名：東白川村 年度：令和5年度

会計：一般会計等   

行政コスト計算書(PL) （単位：円）

科目

  経常費用 2,594,934,614

    業務費用 1,565,766,729

      人件費 600,341,525

        職員給与費 493,946,261

        賞与等引当金繰入額 49,179,201

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 57,216,063

      物件費等 950,989,052

        物件費 444,448,906

        維持補修費 70,398,111

        減価償却費 436,142,035

        その他 -

      その他の業務費用 14,436,152

        支払利息 7,179,139

        徴収不能引当金繰入額 161,180

        その他 7,095,833

    移転費用 1,029,167,885

      補助金等 724,771,896

      社会保障給付 125,021,614

      他会計への繰出金 173,809,891

      その他 5,564,484

  経常収益 109,700,624

    使用料及び手数料 62,380,222

    その他 47,320,402

純経常行政コスト 2,485,233,990

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 12,199,605

    資産売却益 9,994,605

    その他 2,205,000

純行政コスト 2,473,034,385

報告書（財務諸表）

金額
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自治体名：東白川村 年度：令和5年度

会計：一般会計等   

純資産変動計算書(NW) （単位：円）

科目 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 3,694,965,554 6,767,268,560 -3,072,303,006 -

  純行政コスト（△） -2,473,034,385 -2,473,034,385 -

  財源 2,424,045,882 2,424,045,882 -

    税収等 2,091,782,834 2,091,782,834 -

    国県等補助金 332,263,048 332,263,048 -

  本年度差額 -48,988,503 -48,988,503 -

  固定資産等の変動（内部変動） -86,726,724 86,726,724

    有形固定資産等の増加 233,568,094 -233,568,094

    有形固定資産等の減少 -436,142,035 436,142,035

    貸付金・基金等の増加 477,515,697 -477,515,697

    貸付金・基金等の減少 -361,668,480 361,668,480

  資産評価差額 325,661 325,661

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 4 6 -2

  本年度純資産変動額 -48,662,838 -86,401,057 37,738,219 -

本年度末純資産残高 3,646,302,716 6,680,867,503 -3,034,564,787 -

報告書（財務諸表）
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自治体名：東白川村 年度：令和5年度

会計：一般会計等   

資金収支計算書(CF) （単位：円）

科目

【業務活動収支】

  業務支出 2,150,313,186

    業務費用支出 1,121,145,301

      人件費支出 592,099,133

      物件費等支出 514,847,017

      支払利息支出 7,179,139

      その他の支出 7,020,012

    移転費用支出 1,029,167,885

      補助金等支出 724,771,896

      社会保障給付支出 125,021,614

      他会計への繰出支出 173,809,891

      その他の支出 5,564,484

  業務収入 2,463,828,213

    税収等収入 2,091,389,941

    国県等補助金収入 262,437,048

    使用料及び手数料収入 62,684,022

    その他の収入 47,317,202

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 313,515,027

【投資活動収支】

  投資活動支出 618,587,466

    公共施設等整備費支出 233,568,094

    基金積立金支出 290,019,372

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 95,000,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 441,489,085

    国県等補助金収入 69,826,000

    基金取崩収入 357,457,980

    貸付金元金回収収入 4,210,500

    資産売却収入 9,994,605

    その他の収入 -

投資活動収支 -177,098,381

【財務活動収支】

  財務活動支出 366,494,251

    地方債等償還支出 366,494,251

    その他の支出 -

  財務活動収入 175,300,000

    地方債等発行収入 175,300,000

    その他の収入 -

財務活動収支 -191,194,251

本年度資金収支額 -54,777,605

前年度末資金残高 375,189,714

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 320,412,109

前年度末歳計外現金残高 10,090,375

本年度歳計外現金増減額 -820,952

本年度末歳計外現金残高 9,269,423

本年度末現金預金残高 329,681,532

報告書（財務諸表）

金額
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[一般会計等 財務書類 注記] 
 
Ⅰ. 重要な会計方針 
 ①有形固定資産等の評価基準及び評価方法 
  ○有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおり。 
  ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価 
   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1 円。 
  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 
   ・取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
   ・取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 
   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1 円。 
  ○無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおり。 
   ・取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
   ・取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 
 
 ②有価証券等の評価基準及び評価方法 
  ・出資金のうち、市場価格があるもの ： 会計年度末における市場価格 
  ・出資金のうち、市場価格がないもの ： 出資金額 
 
 ③有形固定資産等の減価償却の方法 
  ・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） ： 定額法 
  ・無形固定資産               ： 定額法 
 
 ④引当金の計上基準及び算定方法 
  ・徴収不能引当金 
   過去 5 年間の平均不納欠損率を用いて計上 
  ・賞与等引当金 
   翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当等のうち、全支給対象機関に対する本年度の 
   支給対象期間の割合を乗じた額を計上 
  ・退職手当引当金 
   岐阜県退職手当組合資料を基に計上 
 
 ⑤リース取引の処理方法 
  ・ファイナンス・リース取引 
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   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理 
  ・オペレーティング・リース取引 
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 
 
 ⑥資金収支計算書における資金の範囲 
  歳計現金としての現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（東白川村資金管理 
  方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等） 
 
 ⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
  ・物品及びソフトウェアの計上基準 
   50 万円（美術品は 300 万円）以上のもの 
  ・資本的支出と修繕費の区分基準 
   50 万円未満のものは修繕費として処理 
 
Ⅱ.追加情報 
 □財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 
 ①対象範囲（対象とする会計範囲） 
  ・一般会計 
 
 ②一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 
  なし 
 
 ③出納整理期間 
  地方自治法第 235 条の 5 に基づく期間 
 
 ④地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 
  ・実 質 赤 字 比 率： - 
  ・連結実質赤字比率： - 
  ・実質公債費比率： 15.8 
  ・将 来 負 担 比 率： 32.6 
 
 ⑤繰越事業に係る将来の支出予定額 
            56,235 千円 
  



東白川村 令和 5 年度 
 

3 
 

□貸借対照表に係る事項 
 ①売却可能資産の範囲 
  ・固定資産一覧において売却可能となっている公共資産 
 ②地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需

要額に含まれることが見込まれる金額              2,360,469 千円 
 ③将来負担に関する情報(地方公共団体健全化法における将来負担比率の算定要素) 
  ・一般会計等に係る地方債の残高                  2,979,055 千円 
  ・債務負担行為に基づく支出予定額                   508 千円 
  ・一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための 

一般会計等からの繰入見込額                         841,787 千円 
  ・組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額                  32,834 千円 
  ・退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額                  197,578 千円 
  ・設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額                      0 千円 
  ・連結実質赤字額                                                      0 千円 
  ・組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額                    0 千円 
  ・地方債の償還額等に充当可能な基金                            1,205,666 千円 
  ・地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入                             0 千円 
  ・地方債の償還額等に要する経費として 
    基準財政需要額に参入されることが見込まれる額             2,360,469 千円 
 

□純資産変動計算書に係る事項 
①純資産における固定資産等形成分および及び余剰分(不足分)の内容 

  ・固定資産等形成分 
   固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた金額 
  ・余剰分(不足分) 
   純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額 

 
□資金収支計算書に係る事項 

 ①基礎的財政収支       76,157,177 円 

 
  

 内訳 業務活動収支 313,515,027 円 うち支払利息支出 7,179,139 円 
 投資活動収支 △ 177,098,381 円 うち基金積立金支出 290,019,372 円 
   うち基金取崩収入 △ 357,457,980 円 



東白川村 令和 5 年度 
 

4 
 

 ②既存の決算情報との関連性                                       (単位：円) 
 収入(歳入) 支出(歳出) 
歳入歳出決算書 3,455,807,012 3,135,394,903 
繰越金 375,189,714  
資金収支計算書 3,080,617,298  3,135,394,903 

 

 ③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 
資金収支計算書                          単位：円 
業務活動収支  313,515,027 

①減価償却費   △ 436,142,035 
②国県等補助金（投資活動収入） 69,826,000 
③賞与等引当金増減額（△は増加） △ 8,242,392 
④損失補償引当金増減（△は増加） 2,205,000 
⑤徴収不能引当金増減額（△は増加） △ 49,701 
⑥資産除売却損 0 
⑦資産売却益  9,994,605 
⑧未収債権の増減額（△は減少） △ 98,207 
⑨未払債務の増減額（△は増加） 3,200 

純資産変動計算書の本年度差額 △ 48,988,503 
 

④一時借入金 
  ・一時借入金の限度額 - 
  ・一時借入金に係る利子額 - 
 

⑤歳入歳出外現金の状況 
 歳入歳出外現金(地方自治法第 235 条の 4 第 3 項に規定する現金) 

9,269,423 円 


